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１ 京都議定書目標達成計画の改定（１）

京都議定書の第一約束期間が始まることから、平成２０年３月２８日、本計画全体の改定を閣議決定。
今般の改定では、総務省の情報通信関連施策として、通信・放送業界６団体等の自主行動計画の推
進・強化、テレワーク等情報通信技術を活用した交通代替の推進が掲げられている。

京都議定書目標達成計画（平成２０年３月２８日閣議決定）（総務省情報通信関連施策抜粋）

第３章 目標達成のための対策と施策

第２節 地球温暖化対策及び施策

１．温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策

（１）温室効果ガスの排出削減対策・施策

①エネルギー起源二酸化炭素

イ．部門別（産業・民生・運輸等）の対策・施策

Ａ．産業部門（製造事業者等）の取組

Ｂ．業務その他部門の取組
（ａ）産業界における自主行動計画の推進・強化

業務その他部門：３２業種
（．．．電気通信事業、テレコムサービス、民間放送、日本放送協会、ケーブルテレビ、衛星放送 ．．．）

Ｄ.運輸部門の取組
（ｃ）テレワーク等情報通信技術を活用した交通代替の推進

テレワーク人口倍増アクションプラン（平成19年５月29日テレワーク推進に関する関係省庁連絡会議決定）
に基づき、報通信技術を活用した場所と時間に捕らわれない柔軟な働き方（テレワーク）を促進することに
より、鉄道、乗用車、バス等による通勤交通量の削減を推進する。
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点検作業内容 備 考

６月 ○全ての対策評価指標、排出削減量、関連指標等（以下「対策評価指標等」）に

ついて、前々年度（可能なものについては前年度）の実績値を明示。

○点検を行う年度から2012年度までの各年度の対策評価指標等の見通しを示す。

あわせて、当該見通しを裏付ける施策内容も明示。

○これらを踏まえ、個々の対策・施策項目等について評価を実施。より一層の対

策・施策の追加・強化が必要な項目等について、その充実強化等を検討するこ

とを確認。

○この時期に前々年度の対策評価

指標等の実績値が示せるよう、

関連データの早期化を図る。

○この時期に間に合うよう、全て

の業種における前々年度の実績

値を把握するとともに、主要な

業種及び計画において課題が指

摘された業種を中心に自主行動

計画の評価・検証（新規策定、

目標の定量化、目標の引き上げ

等の促進を含む。以下同じ。）

を行う。

年内目途 ○可能な限り全ての対策評価指標等について、前年度の実績値（可能なものにつ

いては当該年度上半期等の実績値を含む）を明示。

○上記の最新の実績値及び６月頃の点検を受けて行った検討の結果を踏まえ、次

年度以降の対策・施策（予算案・税制改正案、法案等）の検討（特に、より一

層の対策・施策の追加・強化が必要な項目に焦点を当てて検討）。

○必要に応じて計画の改定も検討。

○この時期に前年度の対策評価指

標等の実績値が示せるよう、関

連データの早期化を図る。

○この時期に間に合うよう、可能

な限り全ての業種における前年

度の実績値の把握を含めた自主

行動計画の評価・検証を行う。

※ このほか、2009年度には我が国の温室効果ガス排出量見通しを示し、総合的な評価・見直しを行う。

目標の達成状況、個別の対策・施策の進捗状況について、各種データの整備・収集を図りつつ、厳格に
点検し、機動的に計画を改定し、対策・施策の追加・強化を行う。

２ 京都議定書目標達成計画の改定（２）

進捗管理方法

京都議定書目標達成計画の進捗管理



３ 自主行動計画における進捗状況（２００６年度実績）
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団体名 目標指標 基準年度 目標水準
２００６年度実績
（基準年度比）

ＣＯ２排出量
（万t-co2）

(社)電気通信事業者協会
エネルギー原単位＝電力消費量

契約数
１９９０年度 ▲３０％ ▲３８．５％＊１ ４２９

(社)テレコムサービス協会
エネルギー原単位＝電力消費量

売上高
２００６年度 ▲１％ ±０％ ６．１１

(社)日本民間放送連盟
CO2排出原単位＝ ＣＯ２排出量

放送に関わる有形固定資産額
２００４年度 ▲１０％ ▲４３．５％＊２ ３６．５

(社)日本ケーブルテレビ
連盟

エネルギー原単位＝電力消費量
接続世帯数

２００６年度 ▲６％ ±０％ ２．３８

(社)衛星放送協会
エネルギー原単位＝電力消費量

床面積
２００６年度 ▲１０％ ±０％ ０．９２

日本放送協会
CO2排出原単位＝ ＣＯ２排出量

有形固定資産総額
２００６年度 ▲８％ ±０％ ２２．２

＊１：２００７年度実績値。電力使用量は増加の傾向にあり、携帯電話、インターネット利用の増大により、２０１０年度目標値より良好なものとなっているが、今後におけ
る電力使用量の増加、携帯電話の伸びの鈍化等を考慮すると厳しいものがある。

＊２：アナログ・デジタルのサイマル放送を実施したことによるＣＯ２排出量の増加が認められるものの、２００６年１２月の地上デジタル放送全国展開の開始にあわせ、各
社ともデジタル用放送設備の追加や更新、さらに中継局の建設等が集中したことにより、分母となる有形固定資産額が突出して増大したことが要因である。

○(社)テレコムサービス協会、(社)日本ケーブルテレビ連盟、(社)衛星放送協会、日本放送協会：
２００６年度基準年の団体等においては、今後、その確実な目標達成に向けた取り組みの推進を
期待。

○(社)電気通信事業者協会、（社)日本民間放送連盟：
目標指標である原単位が２００６年度において目標水準を上回っている状況であるが、２０１２年まで
のサービスの提供トレンドから原単位の上昇を予測。これらについては、今後、更なる検証・取り組み
の継続が必要。

対策・施策の進捗状況に対する評価
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４ テレワーク等情報通信技術を活用した交通代替の推進における進捗状況

対策評価指標（テレワーク人口）の実績と見込み

＜積算時に見込んだ前提＞
・ 2010年に約1,300万人（就業者人口6,500万人の20％）が業務の一部をテレワークにより実施。
・テレワークにより削減された通勤交通量（乗用車のみ）からＣＯ２排出削減量を算出。

○排出削減見込量：50.4万ｔ－CO2

削減見込量
（単位：万ｔ－ＣＯ２）

対策・施策の進捗状況に対する評価

２０１０年までにテレワーカーを就業者人口の２割とする政府目標の実現に向け、２００７
年５月に「テレワーク人口倍増アクションプラン」が策定されており、関係省庁が連携して
施策を展開中。
なお、２００８年度にテレワーク人口の調査を実施する予定。

４０８

６７４

９７０

１，１４０

１，３００

１，４６０

１，６３０
テレワーク人口
（単位：万人）



（参考１ー１） テレワーク人口倍増アクションプラン

（テレワーク推進に関する関係省庁連絡会議決定、ＩＴ戦略本部了承（平成19年5月29日））
2010年までにテレワーク人口を倍増し、就業者人口の２割を達成するためのアクションプランを策定
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テレワークの推進により地球温暖化対策を推進

①テレワークの普及促進のための実証実験の実施

・テレワーク試行・体験プロジェクト
・先進的テレワークシステムモデル実験

②テレワーク環境整備税制

③普及啓発（国際シンポジウム、

地域セミナーの開催）

平成17年11月10日設立。産学官

（総務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省）の

連携の下、テレワークの普及活動を実施。

テレワークの推進

テレワーク導入環境の整備

「テレワーク推進フォーラム」との連携

総務省職員テレワークの推進

①平成18年10月から、中央省庁では初めて、

育児・介護に携わる職員を対象にテレワーク

（在宅勤務）を開始。
②平成19年5月から、対象職員の限定を外し、

本省勤務の全職員（約2,000名）に
対象を拡大。

（参考１－２）総務省におけるテレワーク推進施策

「テレワーク人口倍増
アクションプラン」の
着実・迅速な実施
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テレワーク試行・体験プロジェクト
テレワーク環境整備税制

総務省職員テレワーク



ＩＣＴと地球温暖化問題との関係を定量的に分析するとともに、地球温暖化問題への対応に資するＩＣＴの推

進方策等について検討。

・ 座 長：月尾嘉男東京大学名誉教授

・ 開催期間：平成１９年９月～平成２０年４月
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・ＩＣＴ機器の使用により、

ＣＯ２を排出。

・他方、ＩＣＴを利活用すること

により、様々な分野のＣＯ２排

出削減に貢献。

例） テレワークにより通勤不要

ＩＴＳにより渋滞削減 等

２ 地球温暖化問題とＩＣＴ

１ 地球温暖化問題への対応に向けたＩＣＴ政策に関する研究会

２１世紀の年平均気温の上昇
（１９８０～１９９９年との比較）

北海道洞爺湖サミット
（２００８年７月７～９日）

（参考２－１） 地球温暖化問題への対応に向けたＩＣＴ政策に関する研究会



（１） 「経済成長と利便性の向上を追求しつつ、地球温暖化問題に貢献できるＩＣＴ」というコンセプトを国内外へ積極的に発信

（２） 様々な社会システムのより一層のＩＣＴ化、ICT利活用による低炭素型都市モデル構築の促進
（３） ＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果の評価手法を国際的なレベルで確立し、標準化を進める
（４） データセンタ、ＡＳＰ・ＳａａＳにおける環境配慮対策、ICTによる 「見える化」等、企業・家庭の取組みの促進
（５） 研究開発の推進

ＩＣＴ利活用によるCO２排出削減効果が、ＩＣＴ機器等の使用

によるCO２排出量を大きく上回り、２０１２年において、日本

の１９９０年度のＣＯ２総排出量の３％分の削減に貢献。

＜研究会試算結果＞

（参考２ｰ２） 地球温暖化問題への対応に向けたＩＣＴ政策に関する研究会概要

１． ２０１２年までのＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量とＣＯ２排出削減効果を試算。

ICTによる
CO２排出削減量

ICT利活用による
CO２排出削減効果量

ICT機器等の使用による
CO２排出量

＝ －

CO２排出
量を試算

２． 推進方策 様々な分野のＩＣＴ利活用を進め、地球温暖化問題へ貢献
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（参考３）ＩＴＵ「ＩＣＴと気候変動に関するシンポジウム」
１．狙い

ＩＣＴの利活用による、気候変動の影響の低減や対応の重要性に関して認識を高めるとともに、今後の
ＩＴＵにおける国際標準化活動について議論。

２ 京都シンポジウム

日程： 平成２０年４月１５日、１６日
場所： 京都国際会館
主催： 総務省および国際電気通信連合（ＩＴＵ）
議長： 花澤 隆 ＮＴＴ取締役研究企画部門長
議長報告
・機器の省エネ化とともに、ＩＣＴ利活用による気候変動への対応を促進。
・そのためにも、ＩＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減量の評価手法について国際標準化を進める。等

３ ロンドンシンポジウム

日程： 平成２０年６月１７日、１８日
場所： ブリティッシュテレコム（ＢＴ）本社（英国 ロンドン）
主催： ＩＴＵおよびＢＴ
議長： ウォーカー氏 英 ビジネス・企業・規制改革省
議長報告
・活動の方向性：ＩＣＴの省エネ、利活用による他セクター効率化、ビジネス/消費者の行動の変革
・ＩＣＴと気候変動に関する国際標準化を早期に開始する。等

・電気通信標準化諮問委員会（ＴＳＡＧ）（７月）で正式に検討グループを設置し、検討を開始予定。

・ＩＴＵ世界電気通信標準化総会（ＷＴＳＡ－０８）（１０月南ア）において気候変動対策を織り込ん
だ次期研究期間（２００９－２０１２）の研究活動計画等を策定。

４ 今後の予定

9

http://www.itu.int/themes/climate/
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（参考４）クールアース・テレワーク週間の実施並びに
クールアース・デー記念テレワークセミナーの開催

総務省では、クールアース・デー（７月７日）の設定に伴い、７月７日からの２週間
を「クールアース・テレワーク週間」として、総務省職員によるテレワークを重点的に
実施するとともに、企業等に対しても参加協力を呼びかけ、併せてセミナーを開催。

クールアース・デーの設定について
（地球温暖化対策推進本部決定）

○趣旨：
地球温暖化の防止や自然との共生に向け、

我が国が国際社会において重要な役割を果た
すため、まず、我が国が率先して、国民みん
なで地球環境を考え行動し、それを世界に対
して広く発信することが必要である。
このため、Ｇ８サミットが７月７日の七夕

の日に開催されることを契機に、天の川を見
ながら、地球環境の大切さを国民全体で再確
認し、年に一度、低炭素社会への歩みを実感
するとともに、家庭や職場における取組を推
進するための日として、クールアース・デー
を設ける。

○日時：毎年７月７日（七夕の日）

○実施体制：
総理大臣をリーダーとし、全閣僚がメンバ

ーとなり取り組む。事務局は環境省におく。

【日 時】 平成２０年７月7日(月)１３時30分から１７時30分
【会 場】 ホテル ルポール麹町 サファイアの間

【日 時】 平成２０年７月7日(月)１３時30分から１７時30分
【会 場】 ホ

クールアース・テレワーク週間の実施について

１ 目的
テレワークを一定期間、集中的に実施することにより、テ

レワークによる低炭素社会の実現に対して、国民各層の関心
と理解を深めることを目的とする。

２ 実施期間
平成20年7月7日(月)から7月18日(金)までの２週間

３ 実施概要
総務省において、職員によるテレワークを重点的に実施す

るとともに、全国のテレワーク導入企業等に対して、積極的
にテレワークを実施する期間として参加を呼びかけ

クールアース・デー記念テレワークセミナーについて

【日 時】 平成20年７月７日(月)13時30分から17時30分
【会 場】 ホテル ルポール麹町 サファイアの間
【プログラム】 ○ＩＣＴと環境に見識のある有識者による講演会

○「テレワーク等ICTの利活用が実現する低炭素
社会とワーク＆ライフスタイル」とパネル
ディスカッションを開催。
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